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1.耐空性改善通報（TCD）とは？

☆ 耐空性改善通報（ＴＣＤ）とは

次に掲げる場合において、航空機及びその装備品等の安全性及び環境適合性を確保

するために整備又は改造作業等の実施が必要であると認めたときに、国際民間航空条

約に基づき発行される通報。

(1) 航空法第10条による耐空証明のための検査、第16条による修理改造検査又は第17
条による予備品証明のための検査を行ったとき

(2) 運輸安全委員会設置法第18条による航空事故調査が行われたとき

(3) 航空法第134条による立入検査を行ったとき

(4) 同じような故障が頻発したとき

(5) 航空法施行規則の附属書第1、同第2又は同第3が改正されたとき

(6) 外国民間航空当局が発行した耐空性、騒音又は発動機排出物に関する改善命令
（ＡＤ）等を入手したとき

(7) その他航空局が必要と認めたとき

※TCDを実施しない場合の航空局の処置

報告を要する項目について期限までに報告がない場合及び適用項目の内容を所定の期日までに
実施していないことが明らかになった場合は、航空機の所有者又は使用者に対し、報告提出の催促、
航空法第14条の2第1項に基づく整備改造命令又は航空法第134条第2項による立入検査を行った

上、航空法の規定により耐空証明の有効期間の短縮又は耐空証明の取消しを行うことがある。
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1.耐空性改善通報（TCD）とは？

TCDの構成

TCDの発行日

「適用航空機」欄

例） ・ロビンソン式R44Ⅱ型
・シャイベ式SF34B型動力滑空機
・オーストロ式E4及びE4P型発動機を装備した航空機
・トリグ・アビオニクス社製TT31型のモードSトランスポ
ンダを装備した航空機

「適用項目」欄

・不具合の概要、具体の作業を記載。

※「ADの一部を読み替える方式」と「ADを和訳する方式」
の2方式がある。

「備考」欄

・発効日、改訂の状況、準拠する外国AD、報告、SB等



2.TCDの方式について

TCDの「3. 適用項目」欄は、「ADの一部を読み替える方式」と「ADを和訳する方式」の2方式がある。

 ADの一部を読み替える方式

適用航空機が輸入航空機である場合は、原則、設計責任国(state of design)のADの一部を読み替えることとし、
TCDでは以下のように記載される。TCDに別添としてADを添付する。

～により、～に至る不具合を防止するため、既に実施した場合を除き、別添FAA AD 2003-16-02（以
下「AD」という。）の(a)項～(c)項に従って、△△及び必要に応じ繰り返し△△を実施すること。

ただし、AD中「the effective date of this AD」とあるのは「本通報発効日」（第4.1項による。）と、
「～」とあるのは「～～」と、それぞれ読み替えるものとする。

なお、本通報による処置を他の同等な方法で実施する場合には、航空局長の承認が必要である。ただ
し、ADに係る同等な方法としてFAAの承認を受けているSB等に従って処置を実施する場合（運用限界
の変更を伴う場合を除く。）には、航空局長への届出でよい。

 ADを和訳する方式

適用航空機が国産航空機である場合、又は適用航空機が輸入航空機であっても読み替え方式が適さない場合
は、以下のように記載する。ADは添付しない。→ 作業の実施にあっては、原則、TCDの指示に従う。

～により、～に至る不具合を防止するため、既に実施した場合を除き、第3.1項～第3.x項に従うこと。
3.1 本通報発効後、次回の飛行までに、××すること。
3.x 本通報による処置を他の同等な方法で実施する場合には、航空局長の承認が必要である。ただし、
TCCA AD CF-2016-39に係る同等な方法としてTCCAの承認を受けているSB等に従って処置を実施する場
合（運用限界の変更を伴う場合を除く。）には、航空局長への届出でよい。

→ つまり、具体の作業は別添ADを参照する。
→ ただし、TCDでADの一部を読み替えている場合は、その内容に従う。



3.読み替え方式の場合の作業①

TCDによる作業の概要は、以下の赤字箇所に記載される。

以下の赤字箇所のとおり、別添ADの(a)項～(c)項の内容を確認し、各作業指示に従う。

TCDの内容確認後、TCD報告書を、TCDの第4項に定められた報告期限までに所轄の航空機検査官室
に提出すること。

 △△の部分には、作業の概要として、以下の文言のうち該当するものが記載される。いずれにも
該当しないような作業が発生する場合には、「処置」の文言が使用される。

・検査、試験、修理、交換、改修、報告
・飛行規程の改訂、整備規程その他の整備の実施方法を規定した文書の改訂

製造番号や検査結果等に応じて必要となる可能性がある作業については、「必要に応じ」との

文言が頭に付される。また、繰り返し作業が必要となる場合には、「繰り返し」との文言が頭に付され
る。

～により、～に至る不具合を防止するため、既に実施した場合を除き、別添FAA AD 2003-16-02（以
下「AD」という。）の(a)項～(c)項に従って、△△及び必要に応じ繰り返し△△を実施すること。
ただし、AD中「the effective date of this AD」とあるのは「本通報発効日」（第4.1項による。）と、

「～」とあるのは「～～」と、それぞれ読み替えるものとする。
なお、本通報による処置を他の同等な方法で実施する場合には、航空局長の承認が必要である。ただ

し、ADに係る同等な方法としてFAAの承認を受けているSB等に従って処置を実施する場合（運用限界
の変更を伴う場合を除く。）には、航空局長への届出でよい。

TCD文例

作業の概要



3.読み替え方式の場合の作業②

ADの文言のうちTCDで読み替えが必要な部分については、以下の赤字箇所を確認する。

 作業の実施時期（Compliance Time)の基準日に関する読み替え

例） ・「the effective date of this AD」→「本通報発効日」（第4.1項による。）

・「September 15, 2016 (the effective date of AD 2016-18-02)」
→ 「平成28年10月15日（耐空性改善通報TCD-8830-2016の発効日）」

 整備規程に関する読み替え

例） ・「the approved AMP」、「an AMP」、「that AMP」及び「the AMP」→「整備規程その他の整備の実施方法を規定した文書」

・「the maintenance or inspection program」 → 「整備規程その他の整備の実施方法を規定した文書」

 飛行規程の改訂に関する読み替え （参考：航空機検査業務サーキュラーNo.3-003 「6. TCDの指示による飛行規程の改訂」）

例） ・「This may be done by inserting a copy of this AD into the AFM.」
→ 「飛行規程の改訂を実施する代わりに、本通報の写しを飛行規程に挟み込むことで代えてもよい。」

～により、～に至る不具合を防止するため、既に実施した場合を除き、別添FAA AD 2003-16-02（
以下「AD」という。）の(a)項～(c)項に従って、△△及び必要に応じ繰り返し△△を実施すること。
ただし、AD中「the effective date of this AD」とあるのは「本通報発効日」（第4.1項による。）と、

「～」とあるのは「～～」と、それぞれ読み替えるものとする。
なお、本通報による処置を他の同等な方法で実施する場合には、航空局長の承認が必要である。た

だし、ADに係る同等な方法としてFAAの承認を受けているSB等に従って処置を実施する場合（運用
限界の変更を伴う場合を除く。）には、航空局長への届出でよい。

TCD文例

読み替えの例



4-1.実例（米国FAA ADの読み替えTCDの場合）

①２．適用航空機

TCDの対象となる型式が記載される。
→製造番号や改修の実施状況等を指定する
場合もある。

②３．適用項目

別添ADの参照すべき項を記載。

TCDの同等な方法に関する読み替え。

TCDで義務付けない処置に関する記載。

TCDの記載 TCD-9259-2019（米国FAA AD 2019-02-03）

適用航空機：ボーイング式787-8、787-9及び787-10型



4-1.実例（米国FAA ADの読み替えTCDの場合）

③非読み替え箇所(本ケースでは(a)～(e)項)

別添ADの1枚目に標題が付される。

別添FAA AD の記載

発効日、適用航空機、不具合の概要
に関する情報は、TCDを参照する。



4-1.実例（米国FAA ADの読み替えTCDの場合）

別添FAA AD の記載 ④読み替え箇所(本ケースでは(f)～(k)項)

→当該項に従って作業を実施する。

※SBの改訂版について
特に指定がある場合を

除き、参照されている
SBのその後の改訂版
の使用は認めない。

実施時期(Compliance Time)の
基準日を「本通報発効日」（第
4.1項による。）と読み替える。



4-1.実例（米国FAA ADの読み替えTCDの場合）

別添FAA AD の記載 ④読み替え箇所(本ケースでは(f)～(k)項)

→当該項に従って作業を実施する。

※飛行規程の改訂
和文の飛行規程が設定さ

れている場合は、別途TCD

の別添等で改訂内容を指示
（指示が複雑になる場合は、
和訳方式でTCDを発行）。

※整備規程その他の整備の実
施方法を規定した文書の改訂

航空運送事業者の使用する
航空機が適用となる場合は、
整備規程の改訂に関して認可
又は承認が必要となる。



4-2.実例（EASA ADの読み替えTCDの場合）

①２．適用航空機

改訂部分には下線が施される。

TCD-9071B-2-2019（EASA AD 2018-0084R2） ※一部改訂

適用航空機：ロールス・ロイス式トレント1000型発動機を装備した航空機
TCDの記載

別添ADの参照すべき項を記載。

②３．適用項目

改訂前のADで、改訂前のADの発効日
を起点と定めており、一部改訂後も引き
続き起点として定める場合、書きぶりは
変更されるが、日付が同一であるため、
下線は施さない。



4-2.実例（EASA ADの読み替えTCDの場合）

別添EASA AD の記載 ③非読み替え箇所(本ケースでは(a)～(e)項)

発効日、適用航空機、改訂の状況に
関する情報は、TCDを参照する。



4-2.実例（EASA ADの読み替えTCDの場合）

別添EASA AD の記載

Definitions項：
本ADで使用される用語について定義。

④読み替え箇所(Definitions項)

→当該項に従って作業を実施する。

※SBの改訂版について(EASA AD)

特に指定がある場合を除き、参照
されているSBの承認されたその後
の改訂版を使用してもよい。

Reason項：
不具合の概要については、TCD 第3項

においても記載される。



4-2.実例（EASA ADの読み替えTCDの場合）

別添EASA AD の記載 ④読み替え箇所(Required Action(s) and Compliance Time(s)項)

→当該項に従って作業を実施する。

TCD 第3項に従って、平成30年1月16日と
読み替える。

改訂箇所は、ADの左側に縦線が施される。

TCD 第3項で言及がない基準日については、特
に読み替えをせず、ADの記載通り解釈する。



（参考） 全面改訂/一部改訂TCDの取扱い

TCDの改訂には、「全面改訂」と「一部改訂」の2方式があり、改訂の状況はTCDの番号や第4項の記載から確認できる。

※TCDの読み替え方式・和訳方式で、改訂の考え方は同じ。

ADに改訂前のADを廃止する旨の表現(supersede、cancelなど）がある場合は、TCDにおいても改訂前の特定のTCD 全体を廃止
し、改訂したTCD を発行しなおす方式で発行される（全面改訂）。特定のTCD を廃止するのみの場合（cancel）も同様とする。TCD 
の番号には全面改訂の順にA、B、C、……が付される。

• 「備考」欄
例）「本通報により、耐空性改善通報TCD-9071B-2018（平成30年4月20日発効）、同TCD-9071B-1-2018（平成30年4月20日発効）及び同TCD-
9071B-2-2019（平成31年1月21日発効）を廃止する。」

全面改訂

上記を除き、既に発行されたTCD の一部を改訂する場合（ ADでは「revise」等の表現が用いられる）には一部改訂として発行され、
改訂により作業内容に変更が生じる部分には下線（図表の差し替え等の場合はその部分に傍線）が施される。改訂しない項目につ
いては改訂前のTCD は引き続き有効である。TCD の番号には一部改訂の順に-1、-2、-3、……が付される。

• 「備考」欄
例）「本通報は、耐空性改善通報TCD-9325-2019（令和元年7月25日発効）の一部を改訂するものである。改訂部分は、本通報の下線部に対応し、下
線を施さない部分は非改訂部分である。従って、非改訂部分については改訂前の通報による実施時期を基準として、検査、修理、交換、改造等を実
施すること。」

一部改訂

改訂TCDの番号



（参考） TCDの報告

※TCDの読み替え方式・和訳方式で、報告方法・内容に差異はない。

書面による報告を行う場合には、右記の様式に従って記入する（電子ファイルで報告を
行う場合には、提出先より様式ファイルを入手すること。）。報告書は1 機1 葉を原則と
するが、当該TCD の適用を受ける航空機等を複数所有する場合等、共通内容があれば別
添をつけて適宜まとめることとしてもよい。

【記載要領】

①該当する所轄に応じて「東京」「大阪」「羽田」「成田」「名取」「名古屋」「八尾」のいずれかを
記入する。

②TCD 番号を記入する。

③TCD の適用を受けた航空機のJA 番号を記入する（参考として、航空機の型式、製造
番号、部品名、部品番号及びTT/TSO のうち必要なものを記入する。適用が装備品等
の場合には、当該装備品等の型式、製造番号、補機等の部品名、部品番号及びTT/TSO

のうち必要なものを記入し、併せて搭載されている航空機の型式等も併記することが
望ましい。予備部品については報告する必要はない。）。

④報告書の提出年月日を記入する。

⑤当該航空機の所有者、使用者又は整備担当者の住所及び氏名を記入する。

⑥報告書提出時において未実施の場合は、欄にマークする。この際、「備考」欄に未実
施の理由及び実施スケジュールを記入する。

⑦報告書提出時においてTCD の要件が全て実施されている場合（繰り返し検査が要求
されている場合はその恒久処置も完了している場合）は、欄にマークするとともに、
処置終了年月日及び作業内容の概要（目視検査、交換、修理等）を記入する。

⑧繰り返し処置を必要とするTCD の場合は欄にマークするとともに、報告書提出時に
おいて初回処置が実施済みの場合は、その実施日を記入する。この際、「備考」欄に
繰り返し検査実施間隔を記載する。

⑨非該当の場合は、「備考」欄に「非該当」と記入し、その後に必要に応じ非該当とし
た理由を記入する。

報告書の記載要領

参考：航空機検査業務サーキュラーNo.3-003 「4. TCD 報告書の提出」


